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Ⅰ．はじめに



解題

当機構からの当初の要請は，地域公共交通に関わる“調査・
分析技術”についての話

調査・分析技術は，“立てようとする計画”に依存し，“立てよう
とする計画”は“目指すべき(or実現しようとする))地域の姿”に

依存する．

“目指すべきもの”は“活動機会の確保”

特に，“最低限の活動機会”の確保：　主として地方部におけ

る地域公共交通を念頭に

　　　　→　ミニマム論，公平性

小さな負担で高水準の機会の確保を

　　　　→　効率性



講演の内容

Ⅰ．はじめに

Ⅱ．地域公共交通計画の位置づけと役割
　　１．インフラとしての地域公共交通
　　２．下位計画としての地域公共交通計画
　　３．英国の地域交通計画(LTP)

Ⅲ．地域公共交通計画で目指すもの
　　４．活動機会の確保
　　５．公平性の考え方

Ⅳ．地域交通計画策定のためのさまざまな手法

Ⅴ．おわりに



２．インフラとしての地域公共交通



インフラとしての地域公共交通

規制緩和により変わったこと規制緩和により変わったこと

（１）生活交通サービスの捉え方

緩和前：｢交通産業｣　→　緩和後：｢社会基盤（インフラ）｣

緩和前：輸送事業者　→　緩和後：地域住民

（２）行政の関心

　　緩和前：交通産業の規制・育成
　　　　→　緩和後：地域社会の維持・活性化

（３）施策の対象：

地域が責任を持って住民に移動の機会を提供



インフラとしての地域公共交通

道路整備・河川整備　→　道路計画・河川計画

整備計画＝インフラ整備に対する公の意思

地域公共交通を地域のインフラと考えるならば，その
整備に際して地域公共交通計画の策定は必須

“地域”とは誰か？

　　緩和前：　事業者主導型計画（計画？）

　　　　→緩和後：　住民/自治体が責任を持つ計画



３．下位計画としての地域公共交通計画



下位計画としての地域公共交通計画

“地域公共交通計画”は単独では存在し得ない．

上位の“総合計画(自治体が目指す姿)”のどの部分をどのよ

うな交通で実現するか，を示したものが地域公共交通計画，

住民の生活を守るための計画

最低限の機能

交通で支える

(地域交通計画)

土地利用で支える

(土地利用計画)

医療で支える

(地域医療計画)…



下位計画としての地域公共交通計画

活気ある中心市街地の形成

　　→　中心市街地に出かけやすい交通システム

「団子と串」型都市圏の形成

　　→　効率的な“団子間の移動”と快適な“団子内の回遊”



下位計画としての地域公共交通計画

都市の形態（ex. 団子と串），空間的機能分担等は「手段」

便数，路線密度等の「サービス特性の水準」はより下位の手段

それによって実現される“生活の質”およびその要素となる「活
動機会の保障水準」に着目すべき

　　　ex. 体調の悪い時には医者に診てもらえる，

　　　　　日々生活する上で買い物に困らない，
　　　　　高校でクラブ活動ができる

選択された「活動機会の保障水準」の実現は，医療，教育，土
地利用等の「行政分野横断的観点に立った政策選択」により行
うべき

その中で交通システムが分担すべき範囲を明らかにする．



「政策コスト」としての認識

財政破綻により，人工透析ができる医療施設を廃止

隣町の病院に通うための交通手段を自治体の予算で
確保してほしいという要請

住民と自治体にとって“最良の方策”として隣町への
バスが選択されたのであれば，“採算がとれないから
実施を見送ろう”ということにはならない．

公共交通サービスの確保に必要な費用を「赤字」
ではなく「政策コスト」として認識できるようになる

夕張市の例：

このように考えると



下位計画としての地域公共交通計画

生活交通サービスの計画フレームは，PFIのフレームと同じ

構造を有している

を明らかにした上で，民間事業者に委ねるべき部分は委ねる，
との考え方をとるべき．

“あるべき

街の姿
提供すべき
交通サービス

あるべき路線・
ダイヤ・運賃設定”

地域公共交通計画の策定範囲

“交通圏”単位で



下位計画としての地域公共交通計画

同じ資金を投入するのであれば“補助”(路線設定等に関する
当事者能力を持たない)ではなく“運行委託”(提供すべきサー
ビスを定め，路線設定等も主体的に行う)を基本とすべき．

“補助なし”路線であっても，地域が策定した路線網計画に沿っ
たものが実現するよう努めるべき．



４．英国の地域交通計画



イギリスの地域交通計画
(Local Transport Plan; LTP)

国が計画策定のガイドラインを作成

それに沿って自治体が計画を策定

その内容に応じて予算が決まる

国が主導的な役割

膨大な技術・データの蓄積

専門知識の集積

規制緩和の経験

http://www.ltpnetwork.gov.uk/



LTP Networkのホームページより



Derbyshire LTP
2006-2011

目次

1. 何が重要な課題か
2. 何をすべきか
3. 誰がいつどのようにすべか
4. 実施時のモニター



「生活のしやすさ」の評価
(Accessibility Assessment)

生活項目（労働，学習，通院，買い物など）別に診断
→　全体の計画でもそう

指標を用いてなるべく定量的に評価

満足度などの調査は見られない

　　→　住民参加がその役割を担っていると思われる

図を用いて視覚的に表現

国が発行しているガイダンスがある

検討支援ソフトウェアもある(Accession)



（現状評価1）

（現状評価2）

（代替案設計）

（行動計画）

（スケジュールと実施）

（改善状況のモニター，評価）

（関
係
主
体
の
参
加
）

（国
お
よ
び
自
治
体
の
指
標
）

アクセシビリティ計画の６つの段階



公共交通で15-30分以内に小学校，20-40以内に中学校に到着できる人の割合
公共交通で30-60分以内に高校に到着できる人の割合
公共交通で20-40分以内に職業斡旋所に到着できる人(16-74歳)の割合
公共交通で30-60分以内に病院に到着できる自家用車非保有世帯の割合
公共交通で15-30分以内に開業医に到着できる自家用車非保有世帯の割合
公共交通で15-30分以内に主要な施設に到着できる自家用車非保有世帯の割合

交通機関への到達のしやすさ＜生活しやすい人の割合＞

「生活のしやすさ」の指標

バス停までの徒歩10分で到達可能な人の割合

施設・サービスへの到達のしやすさ＜同上＞

施設・サービスの多様性，到達のしやすさ＜生活のしやすさ＞

30分以内で到達可能な施設の数

総合病院までの所要時間



Ⅱ．地域公共交通計画で目指すべきもの

５．地域公共交通計画の策定手順



地域公共交通計画の策定手順

目標設定

ゾーニング

路線網

運行形態

ダイヤ

運賃

事業者割付

分　析

設　計

評　価

調　査

活動機会



６．“活動機会の確保”という視点



“活動機会の確保”という視点

需要追随型

採算重視型

移動ニーズ充足型

さまざまな計画法

交通需要に対し量的に不足している輸
送能力を高める（ボトルネックの解消）

活動機会提供型

需要が少ないところは“あとまわし”

黒字になれば成功

採算性の悪いところは“あとまわし”

移動制約が強い場合，ニーズが顕在化しない場合あり

住民の多様なニーズをいかに充足するか
（非充足ニーズがどれだけ減少したか）

生活に必要な活動機会をいかに提供
するか



地域社会が確保すべき

“基本的な生活の機能”

通院

通学

買物

社会参加
地域の合意

生活に必要な機能・活動は人に
より異なるが、共通するものも
多い

“基本的な生活の機能・活動”と
して確保すべきものは何か

　　　→ 地域社会における合意

地域社会の総意としての“確保
すべき基本的な生活の機能”が
“交通計画の目標”となる。

その目標を掲げた「地域交通計
画」の策定が自治体の重要な
責務。

ユニバーサル・サービス



生活に必要な基本的な活動・機能

“生物的存在”として生存していくために必要な活動・機能

　　　→ 買い物、医療、et　　　（孤独生⇔孤独死）

“社会的存在”として地域で生活していくために必要な活動・
機能

　　　→ 社会参加

「社会参加」の程度が高くなると地域は活性化する

交通条件が悪いと社会参加が制約される。

　　　→ 社会的疎外

生活交通を確保することにより“社会的疎外が生じないよう
にする”ことが大事



２．活動の機会の指標

どの地区ではどれだけの活動の機会があるのか？

1) 行ける場所が多ければ機会は豊か

2) 行ける時刻が多ければ機会は豊か

3) 行きやすければ機会は豊か



代表的な指標の例

アクセシビリティ，累積機会に基づく指標

病院

商店

バスを使って30分で到達できる病院／商店

1)は評価可能だが，2), 3)は評価不能



６．公平性の考え方



いくつかの公平性基準

投資額

サービス
特性

活動
水準

投資額

サービス
特性

活動
水準

投資額

サービス
特性

活動
水準

1)行政投資の公平性 2)サービス特性の公平性 3) 活動機会の公平性

投
入

産
出

投
入

投
入

産
出

産
出



公平性に関する社会的合意

どの公平性基準を採用すべきかについての
社会的合意を形成することが必要

負担と受益の組み合わせの選択：高サービス
高負担，低サービス低負担
“一律サービス＋上乗せサービス”を考慮に
入れた公平性に関する社会的合意形成を

“上乗せサービスを許さない”，“上乗せサービスを自前で
やるなら一律サービスの部分まで自前で”というのは，先
頃，法的根拠無しとされた“混合診療の禁止”と同じ構造



公平性の参照水準： ex.“距離による格差”

0

0.1

0.2

0.3

外
出
率

地区３

（５㎞程度）

地区１

（１㎞程度）

地区２

（２～３㎞程度）
中心地区
までの距離

外出回数が，居住地から中心地区までの
移動距離の増大に伴い減少している．

距離と外出率の関係



公平性の参照水準

活動が在宅活動より高い効用をもたらす場合，中心地区
に出向こうと考えるが、移動費用（移動時間、待ち時間、
運賃などを含む一般化費用）が存在する．　　

効用の低い活動が
一部行われなくな
る．

複数の活動を一度にまと
めて行い、活動数を維持し
たまま、移動回数を減らす．

または

中心地区から離れるほど移動頻度が低下する

※活動・・・　中心地区で行う活動
移動距離が長いと

公平性の参照水準に



サービス水準マトリクス

（人口） （就労／訓練） （買い物） （余暇）



Ⅳ．地域交通計画策定のための
さまざまな手法



さまざまな計画策定手法
ex.活動パターン選択モデル

∫ −⋅⋅−⋅⋅−=
τ

δγ
N

mHa
N
n nNcu

v
dndttuU

0
))(exp(2)(

活動パターン[N, n：N0] (潜在活動数がN0 個の時に
N 個の活動を n 回にまとめて行う)の効用： U N

ｎ

活動効用 移動の不効用 調整費用

住民は効用が最大となる活動パターン[N, n]を選択する

　 [N, n:N0] = arg max U N’
ｎ’

[N’,n’]



さまざまな計画策定手法
ex.活動パターン選択モデル

[活動数，外出数]：　[3,3]→[3,2]→[3,1]→[0,0]
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【1，1：3】
【0，0：3】
外出回数

ケース１：整費用大，限界効用大，同・逓減率小



[活動数，外出数]：　（[3,3]→）　[3,1]→[0,0]

さまざまな計画策定手法
ex.活動パターン選択モデル
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ケース２：調整費用小，限界効用大，同・逓減率小



調　　査

既存調査データの活用の可能性と限界

交通実態・ニーズ調査

生活実態調査

乗降実態調査

意識調査

潜在ニーズ調査

運行状況調査



分　　析

経営環境の分析

生活・交通実態の分析

ニーズの充足状況の分析

利用者数の推計

費用構造分析

生産性分析

採算性分析



設　　計

市場整備

公共負担方式の設計

住民参加

運営・運行方式に関わる制度

事業者選定

補助金制度

路線網設計

運行形態の選定

運行計画

運賃設定

施設整備

車両選定



評　　価

サービスの評価

事業評価

政策評価



利用促進策

一般的なプロモーション手法

案内情報提供

調査を活用した利用促進

社会実験



バスサービスハンドブック
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Ⅴ．おわりに



おわりに

地域公共計画策定のための諸手法は，未だ開
発段階にある．

新たな手法の開発や改良，既存手法を適用した
場合の有効性や適用限界を積極的に報告して
いただきたい．．

バス交通確保の目的は何か？

その達成のためにどのような指標が必要か．

どのようにサービス水準を決定するか．

どの範囲までを一つの計画の対象とするか．

他のサービスとの役割分担．


